
令和６年度 

一般財団法人 長野県児童福祉施設連盟 事業計画 

令和 5 年度 4 月にこども基本法の施行とともにこども家庭庁が創設され、子どもの権利擁護や子ども・子育て家

庭などへの施策推進に関して、児童福祉施設は地域における中心的な役割が求められています。 

また、令和 6 年 4 月に施行された改正児童福祉法では、指導委託の積極的な活用、子どもの最善の利益の構築な

どの施策推進が要請され、市町村においても新たにこども家庭センターの創設の創設が求められるなど、地域子ど

も・子育て支援を始めとする子ども家庭福祉施策の一層の拡充が喫緊の課題となっています。 

現在、一般財団法人長野県児童福祉施設連盟では、コロナの影響による生活困窮や児童虐待の増加などケアニー

ズの高い児童への支援体制の構築、一時保護、自立支援、里親支援など 24時間 365 日地域の子どもたちの保護と自

立に向けた支援に取り組んでいます。 

「地域における児童福祉施設の新たな役割」に向け、権利擁護に基づく施設機能の強化、措置費と補助金による

経営、人材確保とチーム養育、地域資源の掘り起こしとネットワークづくりについて研究・実践していくことを考

え、次に掲げる 6重点項目を基軸として取り組みます。 

１．児童の権利擁護の徹底 

２．新たな施設養護の確立 

３．職員の専門性の向上 

４．次代の施設を担う人材育成 

５．社会的養護を共に担う関係機関との連携強化 

６．「長野県社会的養育推進計画」への取り組み 

《事業内容》 

１．施設機能の充実 

（１）施設内虐待の防止及び施設運営適正化の推進

（２）生活(養護)単位の小規模化と家庭的養護の推進

（３）施設の地域連携と高機能化・多機能化 

（４）支援者による支え合う養育チームづくりの推進 

（５）職員の資質向上・育成研修体制の充実

（６）第三者評価・自己評価の結果に基づく施設運営の充実

（７）児童虐待防止ネットワーク等、虐待防止啓発事業への積極的な参加と連携

（８）退所児童等への支援事業

２．施設種別・職種別調査研究 

  施設種別・職種別に専門的な調査研究を行って、施設運営全体の適正化を推進する。 

（１）施設種別調査研究活動の推進

乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童自立援助ホームの 

運営・養育にかかわる各種調査研究を行う。 

（２）職種別調査研究活動の推進

①施設長部会 ②庶務部会 ③支援職員部会 ④食育部会 ⑤心理部会

（３）委員会活動の推進 

①総務委員会 ②予算対策委員会 ③施設運営適正化委員会 ④リービングケア委員会

⑤家族関係支援プログラム等検討委員会

（４）職員研修の充実 

 社会的養護処遇加算に係る研修の充実強化 



３．啓発活動 

（１）長野県児童福祉施設大会の開催

（２）連盟ホームページの活用

（３）連盟広報誌等の発行

（４）県的広報の活用

（５） 社会的養護関連の各種条例・計画等の策定にかかわる、県民意見公募（パブリックコメント）へ、連盟と

しての意見を発信する。

４．主催事業・会議等 

（１）こども･家庭課・児童相談所と施設長連絡会議（4月）

（２）中堅職員研修（5月）

（３）長野県民生委員・児童委員会と施設長連絡会議 (未定)

（４）第 56 回長野県児童福祉施設大会（7月）※別紙 参照

(５)長野県児童絵画展（7月）

(６)一般財団法人長野県児童福祉施設連盟総会（7月）

（７）初任職員研修会（7月～8月） 同一研修を二回開催 

（８）県知事・県教育長へ「児童福祉に関する要望書」の提出（9月上旬）

（９）保育士養成所協議会と施設長連絡会議（10月） 

（10）施設間職員交流イベント（10 月）  

（11）県・児相長・施設長との懇談会（1月） 

（12）乳幼児育成事業（2 月）

（13）進学・就職児童激励事業（3 月）

その他必要な事業

５．基金の運営 

（１）児童自立支援基金「希望」規程に基づき、退所し就職する児童への支援を行う

６．表彰 

（１）施設協力者・永年勤続者に対する施設大会での県知事表彰

（２）施設協力者に対し連盟会長よりの感謝状贈呈

（３）永年勤続者に対し連盟会長よりの表彰

（４）スポーツ・文化活動等において、めざましい活躍をした児童・善行のあった児童に対し、連盟会長よりの表

彰 

７．その他 

（１）長野県災害福祉広域支援ネットワーク協議会への参加

  （２）「ながの子ども虐待防止オレンジリボン」の後援 

 （３）「長野県みらい基金」からの支援 

（４）「社会的養護出身の若者サポートプロジェクト」への参加 

（５）「長野県中小企業家同友会」との協力 

３ 


